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横浜みどりアップ計画の推進について 

 
「横浜みどりアップ計画」（新規・拡充施策）については、平成21年度から「横浜みどり税」による

財源を活用して本格的に施策・事業をすすめるともに、「横浜みどりアップ計画市民推進会議」の設置な

どにより、事業の透明性確保や市民意見の把握を図っており、これまでの事業の取組状況や市民推進会

議の開催状況等について報告します。 

 
１ 事業の取組状況 
 

【平成21年度の事業目標及び進捗状況（別紙1）】 

 
２ 新規事業の内容等について 

 

(1) 緑地保全制度等の拡充〔平成21年度の事業目標及び進捗状況（別紙1）‒ 1関連〕 

 

ア 「市民緑地」制度の活用について 

「市民緑地」制度は、土地所有者と市が契約を締結し、樹林地を市民に公開し管理する都市緑

地法に基づく制度です。 

土地所有者にとって固定資産税等や維持管理の負担軽減が可能となるこの制度を活用し、これ

まで「市民の森」などの対象となっていなかった比較的小規模な身近な樹林地の保全と市民利用

を図ります。 

今後、制度の詳細について検討を進めたうえで、必要な制度整備を行っていきます。 

 

・「市民緑地」制度活用の考え方 

目的 
樹林地の保全を図るとともに、市民の利用に供する樹林地として整備・公開

することを目的とする。 

対象となる樹林地 

 

①300㎡以上概ね1ha未満 

②市民に公開し利用が可能となる樹林地 

契約形態 

①都市緑地法に基づく市民緑地契約を締結（使用貸借契約に相当／無償） 

②契約期間は5年以上とし、10年契約もしくは20年契約できるように土地

所有者と調整を図る 

（20年以上の契約の場合、相続税・贈与税の評価減有） 

整備内容 利用者のニーズ等を勘案した必要最小限度のもの（園路、広場等を想定） 

管理形態 

 

①契約に基づいて横浜市が管理者となる。 

②清掃、草刈などの日常的な維持管理は地域団体等が行うことを想定 

③利用上の制限や禁止事項など、市民の利用に関するルールを設定 

土地所有者への

優遇措置 

①固定資産税・都市計画税が非課税 

②相続税・贈与税の評価減（2割／20年以上の契約の場合） 
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（2）特別緑地保全地区指定等拡充事業〔（別紙1） ‒ 21関連〕【別紙2】 

ア 平成２１年度の指定推進状況（１月末時点） 

 

 

 

 

指定済 事業推進中 
制度名 

地区数 面積 地区数 面積 
備考 

近郊緑地 

特別保全地区 
‐ ‐ 1 地区 約 44 ha

特別緑地 

保全地区 
‐ ‐ 2 地区 約 15 ha

■事業推進中 
・平成22年1月都市計画審議会に
付議、承認済 
・平成22年3月指定告示予定 
【大丸山地区（栄区）】 
【御伊勢山・権現山地区 

（金沢区）】
【俣野地区（戸塚区）】 

市民の森 2 地区 4.0 ha 1 地区 約 3 ha

■指定済 
【鍛冶ヶ谷地区（栄区）】 
【中田宮ノ台地区（泉区）】 
■事業推進中 
・土地所有者の同意済／契約手続
き中 

緑地保存地区 
契約件数 

28 件 
7.0 ha ‐ 約 5 ha

■指定済 
・平成22年1月契約済 
■事業推進中 
・平成22年3月契約に向け、審査
手続き中 

源流の森 
契約件数 

2 件 
2.6 ha ‐ 約 5 ha

■指定済 
・平成21年6月契約済 
【池辺地区（都筑区）】 
【市沢地区（旭区）】 
■事業推進中 
・平成22年3月契約に向け、審査
手続き中 

【合計】  13.6 ha 約 72 ha （13.6＋72＝85.6ha） 

 

イ 平成21年度の買取状況（１月末時点で契約済みの集計） 

樹林地保全制度の指定地において、相続等不測の事態に応じた買取や、法に基づく買入申し出

への対応を行い、樹林地として保全を継続していきます。 

 

制度名 地区名 区名 

公田・荒井沢 栄区 

熊野神社 港北区 特別緑地保全地区 

三保 緑区 

瀬谷 瀬谷区 

新治 緑区 市民の森 

中田宮ノ台 泉区 

【合計】 6地区 約2.4ha  

事業推進中の 

合計面積 
指定目標 

＜参考＞ 

過去の樹林地保全制度の新規指定実績（直近３年度） 

約85 ha 51.6 ha ［18年度］12.0ha、［19年度］16.2ha、［20年度］56.1ha 
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（3） 農地法等改正 

ア 法改正 

・農地法 

・農業経営基盤強化促進法 

・農業振興地域の整備に関する法律 

・農業協同組合法 

【改正日】平成21年6月24日、【施行日】平成21年12月15日 

 

イ 農地制度の見直しの目的 

 

 

 

 

ウ 「横浜みどりアップ計画」（新規・拡充施策）に関係する農地制度見直しの主な内容 

 

（ア）農外からの新規参入の促進 

株式会社など一般の法人等も農地を借りて農業参入しやすくなりました。 

 

（イ）農地利用集積円滑化事業の創設 

市町村や農協が農地の貸借・売買を代理したり、中間保有した後、担い手農家に売り渡すこ

とができる事業が創設されました。 

 

（ウ）農地の相続税納税猶予制度の見直し 

４法の改正に伴い、農地の相続税納税猶予制度も見直され、従来は相続人による自作が条件

でしたが、市町村が農地の貸借を仲介する制度(利用権設定)で農地を貸しつけた場合も制度の

対象になりました。 

 

エ 法改正を受けた「農地を守る」事業の進め方 

（ア）農地貸付促進事業〔（別紙1）‒ 39関連〕 

6 年以上の長期貸し付けを行う農地所有者に奨励金を交付し、耕作者の農業経営の安定を図

ることを目的とする事業です。 

相続税納税猶予制度の適用を受けた貸付け農地は、奨励金の助けがなくとも農地所有者は長

期貸し付けを希望するので、奨励金交付の対象外とします。 

 

（イ）農地流動化促進事業〔（別紙1） ‒ 41関連〕 

当初計画では、相続にともなう農地売買を円滑に行うことを目的に県農業公社に利子負担等

の軽減を行う計画でした。 

しかし、今回の法改正により中間保有やあっせんについて市町村や農協が行う農地利用集積

円滑化事業が創設されました。 

来年度、農地売買に関する調査を実施し、制度設計を行います。 

 

農地の減少を食い止め 
農地を貸しやすく、借りやすく 
農地の効率的利用 

食料の安定供給 
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３ 横浜みどりアップ計画市民推進会議 

 

（1）第3回開催 [12月15日（火）] 

横浜みどりアップ計画に対する評価・提案にあたって具体的な進め方について意見交換を行い、

評価・提案の検討をさらに深めるために、樹林地、農地、緑化推進の分野ごとの部会を設置しまし

た。今後、5月を目途に評価・提案をまとめる予定です。 

 

＜主な意見交換の内容＞ 

・市民推進会議では、成果を上げている事業はもちろん、課題のある事業についても積極的に取

り上げることが、今後の提案に結びつくと思う。 

・横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）は、緑に対する「市民の実感」に結びつくことが重

要で、市民推進会議はそのことを踏まえた評価・提案の検討をすべき。 

 

（2）「濱ＲＹＯＫＵ 第3号」の発行 

会議の内容を取りまとめたニュースの第3号を発行しました。PRボックスなど約500箇所、 

計17,000部を配布しています。 

 

（3）第4回市民推進会議 

・日時：平成22年3月24日（水） 午後6時30分から午後8時30分まで 
・場所：クイーンズスクエア横浜プレゼンテーションルーム 
・議事：□評価・提案について 

  □横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の進捗状況の報告 
 



■ 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策） 平成 21年度事業目標及び進捗状況〔1月〕                      別紙 1 
施策/事業名 

【凡例】 
H21 年度予算 
[百万円] 

事業目標（H21年度） 進捗状況（H22.1 実績）           前回との比較 
【凡例】 

●：新規事業（横浜みどり税充当）、◎：拡充事業（横浜みどり税一部充当）

◇：新規事業等（横浜みどり税非充当）、・：事業費のないもの 

総額 みどり税
充当額 

 ○：進捗したもの・制度運用しているもの 

☆：事業目標を達成したもの       

□：引き続き検討・調整中のもの      

継続保有の促進        

1 ・緑地保全制度等の拡充 - (-) 制度検討 市民緑地、管理協定の具体策について検討・調整中 □ 

2 ・篤志の奨励制度 - (-) 制度検討 制度の詳細について検討・調整中 □ 

維持管理推進     

3 ◎緑地再生・管理事業 316 (188) 緑地再生・管理対象面積：148.0ha 10月 15日から非公開の民有樹林地に対する助成事業開始 
（助成交付決定16件） 

○ 

4 ◎緑地防災・安全対策事業 62 (26) ①危険斜面整備：1箇所 
②外周樹木撤去等 

①危険斜面整備：工事中（飯島市民の森） 
②外周樹木撤去等：10月15日から非公開の民有樹林地に対する助成事

業開始（助成交付決定16件） 

○ 

5 ◎市民協働による緑地維持管理事業 12 (11) 推進 ・追分市民の森・矢指市民の森（計 約 35ha）について計画を策定 
・東山ふれあいの樹林（約1.8ha）について計画策定に着手 

○ 

6 ●森づくりリーダー等育成事業 2 (2) ①森づくりボランティア：50人 
②森づくりリーダー：5人 
③はまレンジャー：5人 

①第1回研修実施（15人）（3月に第2回研修実施予定） 
②研修実施（4人） 
③3月に受付・説明会実施予定 

○ 

7 ●愛護団体活動アップ支援事業 5 (5) 愛護団体支援：50団体 １１月13日から助成事業開始 ○ 

8 ●森づくりボランティア活動助成事業 7 (7) 森づくりボランティア活動助成：３７団体 １１月13日から助成事業開始（助成交付決定1件） ○ 

利活用促進     

9 ●景観の森・生き物の森事業 3 (3) 3ha 3 月に新治市民の森で実施予定 ○ 

10 ●森の中のプレイパーク事業 10 (10) 1箇所 ・街なかにおいて木製遊具を使ったイベントを実施（5箇所、2,199人） 
・3月に樹林地においてイベント実施予定（2箇所） 

○ 

11 ●森の収穫物体験事業 1 (1) 3 回 3回実施（58人） ☆ 

12 ●里山ライフ体験事業 1 (1) 2 回 2回実施（49人） ☆ 

13 ●健康の森事業 2 (2) ①距離標設置:２箇所 
②イベント等：9回 

①距離標設置に向けた調査実施中 
②1回実施（32人）及びスタンプラリー実施中 
（２月からウォーキングツアー実施予定） 

○ 

14 ●横浜の森の自然・生き物情報発信事業 3 (3) 推進 ガイドマップ作成中（横浜自然観察の森） ○ 

15 ●みどりの夢かなえます事業 9 (9) 3 件 3件事業決定 ○ 

16 ◎間伐材資源循環事業 12 (11) 推進 研修実施（3回、49人）、間伐材チップ化作業支援を実施中 ○ 

17 ●間伐材活用クラフト作成事業 1 (1) 推進 教室 14回実施（352人） ○ 

18 ◇愛護会、森づくりボランティア活動拠点整
備事業 

4 (-) 設計：1箇所 設計中（もえぎ野ふれあいの樹林） ○ 

19 ◇ウェルカムセンター整備事業 4 (-) 設計：1箇所 基本構想実施中 ○ 

20 ●森の恵み塾事業 12 (12) 2拠点で実施 2拠点を中心に25回実施（1,657人） ☆ 

確実な担保     

21 ◎特別緑地保全地区指定等拡充事業 5,719 (469) ①指定面積：51.6ha 
②買取対応予定面積：約16ha 

①指定に向けた推進中の面積：約85ha 
②買取対応面積（１月末時点で契約済みのもの） 

：6地区（特別緑地保全地区および市民の森）約2.4ha 

○ 
 

22 ・よこはま協働の森基金制度の見直し - (-) - 市民緑地、管理協定の導入等とあわせて検討中 □ 

樹
林
地
を
守
る 

23 ・国への制度要望 - (-) 推進 5月、12月に実施済み ☆ 

継続保有の促進     

24 ・生産緑地制度の活用 - (-) 制度運用 要件緩和について関係部署と協議中 □ 

25 ●農園付公園整備事業 15 (15) ・用地測量 ・基本計画策定 候補地を選定し、土地所有者と調整中（1箇所） □ 

26 ・農業用施設用地に対する固定資産税等の軽減 - (-) - 28件（農業用施設指定：約0.38ha） ○ 

農業振興     

27 ◇共同直売所の設置支援事業 1 (-) 設備助成：1箇所(保冷庫） 1箇所（泉区ファーマーズマーケットの保冷庫）整備済 ☆ 

28 ●収穫体験農園の開設支援事業 13 (13) 整備予定面積：0.8ha ・0.15ha（2箇所）のイチゴ・トマト栽培施設整備済 
・ナシ・キウイなど果樹園（０.９ha）整備中 

○ 

29 ◇施設の省エネルギー化推進事業 4 (-) 0.4ha ・0.４ha（５棟、保温カーテン、循環扇、ヒートポンプ）で整備済 
 

☆ 

30 ◇生産用機械のリース方式による導入事業 3 (-) 農業機械のリース：2台 リース会社と事業の仕組み等について調整中 □ 

農地保全      

31 ◇集団的農地の維持管理奨励事業 20 (-) 農地管理団体交付金：380ha 要綱制定、対象団体調整中 ○ 

32 ●水田保全契約奨励事業 15 (15) 50ha 契約件数：４４９件（約８９ha） ☆ 

33 ◇かんがい施設整備事業 3 (-) 簡易かんがい施設整備：１地区 補助事業事務手続き中：1地区 ○ 

34 ●不法投棄対策事業 19 (19) ①監視警報装置設置：５地区 
②夜間監視パトロール：10地区 
③清掃活動支援：6地区 

①監視警報装置設置：工事中  ８地区 
②夜間監視パトロール：２４地区（8月 24日～3月２５日） 
③清掃活動支援：支援用品発注済み 

○ 

35 ●環境配慮型施設整備事業 12 (12) ①農薬飛散防止対策：2.13ha 
②その他施設整備：1件 
③牧草による環境対策：20地区 

①農薬飛散防止対策：2.56haについて整備中 
②その他施設整備：堆肥散布機１台補助金交付手続中 
③牧草による環境対策：冬季作付け分４地区で実施中 

○ 

担い手育成     

36 ◇機械作業受託組織育成事業 2 (-) 事業実施検討：1地区 田奈地区で、来年度の組織設立に向けて検討中 
・９月に JAと共同でアンケート調査実施済 
・１２月から２回のワークショップ開催 

○ 

37 ◇担い手コーディネーター育成・派遣事業 1 (-) ①育成研修実施回数：2回 
②援農コーディネーター制度の確立 

：援農受入意向調査実施

①育成研修：研修計画作成中 
②援農コーディネーター制度：援農受入意向調査実施 

○ 

38 ◇農業後継者・横浜型担い手育成事業 32 (-) 経営改善支援：39件 ４５件に補助金交付 
（認定農業者２２件、認定農業者に準じる農業者２３件） 

☆ 

39 ●農地貸付促進事業 1 (1) 2ha 農地法等の改正を反映した事業実施要綱策定中 ○ 

確実な担保        

40 ●市民農園用地取得事業 3 (3) 制度検討 農地流動化促進事業とあわせて検討中 □ 

41 ●農地流動化促進事業 3 (3) 制度策定 農地法等の改正等に伴い、制度内容を見直し □ 

農
地
を
守
る 

42 ・国への制度要望 - (-) - 5 月、12月に実施済み ☆ 

緑化推進     

43 ●地域緑化計画策定事業 30 (30) 6地区 ５地区で地域と調整中、１地区で準備中 ○ 

44 ◎民有地地域緑化助成事業 

45 ◎公共施設地域緑化事業 
地域緑化計画に基づき平成23年度以降実施予定 - 

 【民有地緑化助成事業（46～51）】 59 (42) - - - 

46  ●保育園・幼稚園芝生化事業 10 (10) 20園 申請受付11園（約1,720㎡） ○ 

47  ●区民花壇事業 10 (10) 20箇所 申請受付を開始（2/16まで。リーフレット、HP等により周知） ○ 

48  ●生垣設置事業 5 (5) 250m 助成申請件数２件（２６ｍ） ○ 

49  ◎屋上緑化助成事業 9 (2) ２０件 助成申請件数12件（353.04㎡） ○ 

50  ◎名木古木保存事業 10 (9) 新規指定：20本 ・新規指定：41本 
・助成申請本数：9本 

☆ 

51  ◎記念樹等生産配布事業 15 (5) 19,000本 ・14,324本（幼稚園・保育園にダイレクトメールで周知） 
・記念対象を拡充（市外からの転入、保育園・幼稚園の入園者、就職者） 

○ 

52 ◎公共施設緑化事業 267 (-) 2ha ・実施中（緑化実施予定面積：1.3ha） 
・公立保育園5園において芝生化実施予定（契約手続中） 

○ 

53 ◇公共施設緑化管理事業 350 (-) 管理対象緑化面積 ：123ha 実施中（緑化管理予定：91施設、17.8ha） ○ 

54 ◎いきいき街路樹事業 150 (150) ・管理対象街路樹（高木）本数：134,000本
・概ね3年に1回剪定 

対象路線146路線について、順次剪定作業実施中。 ○ 

55 ・民有地緑化の誘導等 - (-) 推進 緑化地域制度運用中 ○ 

緑
を
つ
く
る 

56 ・建築物の敷地に対する固定資産税等の軽減 - (-) 制度運用 事前相談：７６件、緑化保全契約締結：５５件、約14.2ha ○ 

予算総計※四捨五入の関係により、合計が一致しないことがあります。 7,187 (1,064) 執行率（対予算総計 38.9％／対みどり税充当額総計 58.9％）  



 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■「横浜みどりアップ計画」（新規・拡充施策）                      別紙２

特別緑地保全地区指定等拡充事業 平成21年度の指定推進状況及び買取状況（1月末時点） 

●池辺地区 約 0.5ha

●市沢地区 約 2.1ha 

●大丸山地区 

約 44.0ha
●鍛冶ヶ谷地区 

約 2.9ha 

中田宮ノ台地区 

●指定 約 1.1ha 

■買取 約 0.4ha 

●俣野地区 約 4.1ha 

■瀬谷市民の森 

約 0.1ha 

■三保地区 約 0.3ha 

■新治市民の森  

約 0.6ha 

●御伊勢山・権現山地区

約 11.0ha

＜凡例＞ 

【指定推進状況】 

●
近郊緑地特別保全地区 

特別緑地保全地区 

● 市民の森 

● 緑地保存地区（件数を明示）

● 源流の森 

【買取状況】 

■ 特別緑地保全地区 

■ 市民の森 

●緑地保存地区契約状況一覧 ※四捨五入の関係により、合計面積が一致しないことがあります。 

区名 契約件数 面積 

鶴見区 2 件 約 0.1ha 

南区 1 件 約 0.2ha 

港南区 3 件 約 0.3ha 

保土ケ谷区 1 件 約 0.1ha 

旭区 1 件 約 0.1ha 

磯子区 3 件 約 0.6ha 

金沢区 1 件 約 1.4ha 

 

区名 契約件数 面積 

港北区 4 件 約 0.4ha 

緑区 2 件 約 0.1ha 

都筑区 2 件 約 0.5ha 

戸塚区 6 件 約 3.0ha 

栄区 1 件 約 0.1ha 

瀬谷区 1 件 約 0.2ha 

鶴見区

港北区
都筑区

青葉区 

緑区 

神奈川区

保土ケ谷区

旭区 瀬谷区 

泉区 

戸塚区 
港南区

南区

西区

中区

磯子区

金沢区

栄区 

●旭区 

1 件、約 0.1ha 

●緑区 

2 件、約 0.1ha 

●瀬谷区 

1 件、約 0.2ha 

●戸塚区 

6 件、約 3.0ha 

●栄区 

1 件、約 0.1ha 
■公田・荒井沢地区 

約 0.74ha

●都筑区 

2 件、約 0.5ha

●港北区 

4 件、約 0.4ha

●保土ケ谷区 

1 件、約 0.1ha

●鶴見区 

2 件、約 0.1ha

●南区 

1 件、約 0.2ha

●港南区 

3 件、約 0.3ha

●磯子区 

3 件、約 0.6ha

●金沢区 

1 件、約 1.4ha

■熊野神社地区 

約 0.3ha



231-0017 TEL 045-671-4214 FAX 045-641-3490
E-mail ks-mimiplan@city.yokohama.jp

http://www.city.yokohama.jp/me/kankyou/

URL  http://www.city.yokohama.jp/me/kankyou/etc/jyorei/keikaku/midori-up/midori-up-plan/shiminsuishinkaigi/
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